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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第１四半期の業績（2021年４月１日～2021年６月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 1,160 14.6 283 1.0 284 1.1 170 △7.4

2021年３月期第１四半期 1,012 19.7 280 17.7 281 18.0 184 20.2
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第１四半期 7.62 ―

2021年３月期第１四半期 8.26 8.24
　　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 5,577 3,983 71.4

2021年３月期 5,544 3,933 70.9
(参考) 自己資本 2022年３月期第１四半期 3,983百万円 2021年３月期 3,933百万円

　　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 ― 5.50 ― 5.50 11.00

2022年３月期 ―

2022年３月期(予想) 6.00 ― 6.00 12.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
　　　

３．2022年３月期の業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 2,340 16.0 590 3.9 592 3.9 390 1.0 17.44

通期 5,000 18.9 1,270 10.4 1,275 10.5 835 9.8 37.35

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無
　

　　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期１Ｑ 22,357,522株 2021年３月期 22,357,522株

② 期末自己株式数 2022年３月期１Ｑ 158株 2021年３月期 158株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期１Ｑ 22,357,364株 2021年３月期１Ｑ 22,288,384株
　
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記載等についてのご注意)
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理
的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性
があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添
付資料２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報 （３）業績予想などの将来予測情報に関する
説明」をご覧ください。

(四半期決算補足説明資料の入手方法について)
　決算補足説明資料については、2021年７月30日(金)に当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間（2021年４月１日～2021年６月30日）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症

の影響により厳しい状況が続く中、各種政策の効果や海外経済の改善もあり、持ち直しの動きが見られた一方、感

染症の収束が見通せず景気の先行きは不透明であります。

当社の関連業界である住宅関連業界においては、賃貸住宅の新設着工戸数が回復基調へ転じるなど持ち直しが見

られた一方、感染症の収束が見通せず、市況の推移に注視が必要な状況下にあります。

このような事業環境のもと、当社はこれまで培ってきた家賃債務保証のノウハウを活かし、家賃債務保証を含む

様々な分野における独自のサービスの開発・提案・販売に取り組んでまいりました。

当第１四半期累計期間の売上高に関しては、保証事業の売上高は、679百万円(前年同期比23.9％増)、ソリューシ

ョン事業の売上高は、481百万円(前年同期比3.7％増)となり、合計で1,160百万円(前年同期比14.6％増)となりまし

た。これは、家賃債務保証の新規契約数が大幅に増加したことにより、保証事業が伸長したことなどによります。

営業利益に関しては、売上総利益が売上の増加に伴い増益となった一方で、貸倒費用が増加したほか、人員増強

に伴う採用費及び人件費の増加、養育費保証におけるBtoCマーケティング育成への投資等により、283百万円(前年

同期比1.0％増)となり、経常利益は284百万円(前年同期比1.1％増)、四半期純利益は170百万円(前年同期比7.4％

減)となりました。

なお、当社は総合保証サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

（２）財政状態に関する説明

① 資産の部

当第１四半期会計期間末における総資産は5,577百万円となり、前事業年度末に比べ33百万円増加となりまし

た。

流動資産は、4,708百万円となり、前事業年度末に比べ30百万円増加となりました。これは、立替金が129百万

円、その他の流動資産が71百万円増加した一方、現金及び預金が58百万円、売掛金が44百万円減少し、貸倒引当

金が67百万円増加したことなどによります。

固定資産は、869百万円となり、前事業年度末に比べ2百万円増加となりました。これは、無形固定資産が17百

万円増加した一方、投資その他の資産が12百万円減少したことなどによります。

② 負債の部

当第１四半期会計期間末における負債合計は、1,594百万円となり、前事業年度末に比べ16百万円減少となりま

した。

流動負債は、1,528百万円となり、前事業年度末に比べ22百万円減少となりました。これは、未払法人税等が

159百万円減少したものの、前受収益が133百万円増加したことなどによります。

固定負債は、66百万円となり、前事業年度末に比べ6百万円増加となりました。これは、その他固定負債が6百

万円増加したことなどによります。

③ 純資産の部

当第１四半期会計期間末における純資産合計は、3,983百万円となり、前事業年度末に比べ49百万円増加となり

ました。これは、配当の支払により122百万円減少したものの、四半期純利益170百万円を計上したことにより、

利益剰余金が増加したことなどによります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期の業績予想につきましては、2021年５月14日の決算短信で発表いたしました第２四半期累計期間お

よび通期業績予想に変更はありません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,075,912 3,017,198

売掛金 252,005 207,487

立替金 1,537,090 1,666,802

その他 340,758 411,943

貸倒引当金 △527,797 △594,834

流動資産合計 4,677,969 4,708,597

固定資産

有形固定資産 51,470 49,542

無形固定資産 239,876 257,304

投資その他の資産 575,439 562,510

固定資産合計 866,786 869,358

資産合計 5,544,756 5,577,955
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 17,063 11,991

未払法人税等 264,860 105,791

前受収益 946,965 1,080,808

賞与引当金 48,885 26,897

保証履行引当金 102,263 113,718

その他 171,188 189,042

流動負債合計 1,551,226 1,528,250

固定負債

資産除去債務 42,016 42,049

その他 17,848 24,383

固定負債合計 59,864 66,432

負債合計 1,611,091 1,594,682

純資産の部

株主資本

資本金 1,044,438 1,044,438

資本剰余金 831,007 831,007

利益剰余金 2,060,607 2,108,015

自己株式 △127 △127

株主資本合計 3,935,926 3,983,334

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,261 △61

評価・換算差額等合計 △2,261 △61

純資産合計 3,933,664 3,983,273

負債純資産合計 5,544,756 5,577,955
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 1,012,724 1,160,945

売上原価 502,505 570,300

売上総利益 510,219 590,645

販売費及び一般管理費 229,527 307,171

営業利益 280,691 283,474

営業外収益

受取利息 0 0

有価証券利息 476 764

受取配当金 408 451

雑収入 168 43

営業外収益合計 1,053 1,259

営業外費用

固定資産除却損 ― 0

営業外費用合計 ― 0

経常利益 281,744 284,733

税引前四半期純利益 281,744 284,733

法人税、住民税及び事業税 85,072 96,904

法人税等調整額 12,589 17,455

法人税等合計 97,662 114,360

四半期純利益 184,082 170,373
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。なお、四半期財

務諸表に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影

響はありません。

　


